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 特定非営利活動法人 東京コミュニティスクール  

１ 事業実施の方針 

 前年度、初等部では校長職を設置しないフラットな教育組織体制に変更して運営を実施していたが、今

年度より、改めて校長職を置き、新しいチーム体制を築くこととした。４月以降、校長職が置かれたこと

で、保護者や子どもが相談したい時などコミュニケーションを取りやすい環境になった他、学びの場から

の視点と組織運営の視点、それぞれの役割から課題を解決できる体制を取ることができた。プレ初等部に

おいても部長職を新しく設置し、初等部と同様、異なる視点から学びの場をよりよくしていく体制を作

り、運営を進めていく。 

 好きなものを熱く語る「LOVE語るべぇ」の上級編として実施している「KATARU」は、形を変えながら以

前から実施しているが、２０２１年から３年分の事業費を寄付としていただき、外部に撮影編集などを依

頼し、運営をしてきた。今年でその形は終えるが、子どもだけでなくコミュニティに関わる人々が自分の

好きなことや学びの場について語るこの「KATARU」という場は今後も運営方法を変えながら、続けていき

たい。 

 スクールの卒業生が６２名となり、卒業生がスクールイベントのボランティアなど運営に携わってくれ

る機会が増えた。ＴＣＳの文化を理解し体現してくれる存在であると同時に、活動できるパワーなども備

えている卒業生がイベントをより活気のあるものにしてくれている。今後はより積極的に卒業生にイベン

トに関わってもらえる仕組みを構築していきたい。 

２ 事業の実施に関する事項 

 
 

事業名 事 業 内 容 実 施 
日 時 

実 施 
場 所 

従事者 
の人数 

受益対象者 
の範囲及び 
人 数 

事業費の 

金額 

（千円） 

 

子どもを対象と

したスクール運

営事業 

幼児・小学生を対象としたコミュ

ニティスクールでの教育活動 
年間 法人事務所 22人 

ｽｸｰﾙ児童・卒

業生・保護者 

約340名 

61,035 

教育プログラム

の研究開発事

業 

教育メソッドの研究開発とプラッ

トフォームの構築 
年間 法人事務所 13人 

児童・保護者 

教育関係者 

不特定多数 

1,200 

教育人材育成

事業 
教育インターンシップの受入等 随時 法人事務所 11人 

10名（対象は

学生全般） 
120 

大人を対象と

した学びの機

会提供事業 

学校説明会、学校見学日、公開

イベント等の開催 
年42回 

法人事務所ほ

か 
17人 

一般・保護者

など 

のべ約1350名 

358 

普及啓発事業 ワークショップの開催 年３回 
オンライン・法

人事務所 
9人 

主に教育関係

約60名 
162 

普及啓発事業 
イベント、ホームページ、SNS、W

eb広告による活動内容の紹介 
随時 法人事務所 11人 

一般市民 

不特定多数 
50 

学びの多様化

支援事業 

公教育以外の学びを安心して選

択できる社会に向けた活動 
年間 法人事務所 3人 

一般市民 

不特定多数 
12 

 
 


